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(Navaretti et al;2004, 2006) 、日本(Hijzen et al, 2007; Ito, 2007)、フランス(Hijzen et al, 2006; 
Navaretti et al, 2006)を対象とした研究があり、 この中でも、 Hijzen et al. (2006)  と Navaretti  et 
al. (2006)  は FDI を 2 つのタイプ、 すなわち、 垂直的直接投資(Vertical FDI; VFDI)と水平的直
























て説明する。第 4 節では実証分析の結果を示す。そして第 5 節で結論を述べる。 
 
 




2.1.  水平的直接投資と垂直的直接投資の概念整理 


















特徴 1：  水平的直接投資は、国内と同じ部門を海外に立地させる。一方で、垂直的直接投資は、
国内の事業部門と産出－投入関係にある部門を海外に移転させる。  4
 
特徴 2：  水平的直接投資により設置された現地法人の主な販売先は進出国内であるのに対して、
垂直的直接投資の場合は、日本国内もしくは第三国販売となる。 
 






















===  図 1 == 
























===   図 3  === 
 







とが分かっている(例えば、Gorg and Greenaway, 2004; Crespo and Fontoura, 2007)。水平的直接投
資の生産性への正の影響の源泉もまた知識/技術のスピルオーバーによるものであるから、水平的
直接投資は自国企業の生産性の「水準」にも「成長率」にも影響を与えていると考えられる。一方で、
垂直的直接投資の場合、Hijzen et al. (2008)は国際的な企業間分業（アウトソーシング）が生産性



























グループが得られない。  したがって本稿では操作変数法を採用した。 





TFPij (t) = ρ TFPij (t-1) + β1 Horizontalij (t-1) + β2 Verticalij (t-1) + εij (t),   (1) 
 
∆TFPij (t) = ρ ∆TFPij (t-1) + β1 Horizontalij (t-1) + β2 Verticalij (t-1) + εij (t),   (2) 
 
ただし TFPij (t)  と∆TFPij (t)は時点 t における企業 i の生産活動 j における生産性の水準と成長率
である。生産性を示す指標としては、全要素生産性（以下 TFP；Total Factor Productivity）を採用し
た。TFP の推計方法については後に詳細に説明する。Horizontalijは i 企業の j 生産活動における
水平的直接投資の大きさ、Verticalijは i 企業の j 生産活動における垂直的直接投資の大きさであ
る。選択効果に起因する内生性の問題を回避するために、Horizontalij と Verticalij  のそれぞれ 1
期ラグを説明変数として加えているが、我々の推定式は固定効果を含むため、依然として内生性




かむために、我々は、2.1 節で説明した直接投資の第 1 の特徴にしたがって、水平・垂直の直接投





1。  このような例は表 1 に示されている。A-E は該当する部
門の活動規模を表している。このような例おいて、自国の川上部門の活動(A)にとって、Horizontal
は C を表し、一方で Vertical は D と E の和を表すことになる。 
 
===   表 1   === 
 
さらに、企業規模を調整するために、2 つの直接投資変数に次のような調整を加える。
Horizontal 変数については、企業における海外活動の相対規模を反映させるために、企業 i の活
動ｊ  における、自国内も含めた全世界の活動規模で Horizontal 変数を除す。例えば、表 1 におい
て、自国の川上部門の活動と水平的な関係にある海外部門の活動(A)は、AとCの和で除して基準
化される。一方、Vertical 変数には次のような操作を加える。企業 i の、自国内も含めた全世界のそ
の関連部門における活動規模でVertical 変数を除す。関連部門とは、川上部門と川下部門の活動
規模の和を意味する。つまり、表1において、自国の川上部門の活動(A)にとってのVertical 変数は、
A, B, C, D と  E の和で除して、その大きさを基準化される。 





































ij  は企業 i の経済活動 j の国 r における労働者数、  S  は事業活動 j が分類される産業における
事業活動すべてから成る集合を表す。R  はすべての国から成る集合である；R  ∈ { 日本、先進国、
                                                  
1  本稿では、 北アメリカ諸国、 西ヨーロッパ諸国、 オーストラリア、 ニュージーランドを 「先
進国」と定義し、韓国、台湾、香港、シンガポール、マレーシア、フィリピン、タイ、イ
ンドネシア、中国を「アジア」と定義する。  8
東アジア、その他}、RO  ∈ { 先進国、東アジア、その他}。Sj  は経済活動 j で産出-投入関係にあ
る経済活動から成る集合を表す。例えば、もし経済活動 j が電気機械器具製造業であれば、Sj  は 
電子部品・デバイス製造業となる。 
最後に、3 点の特筆すべきことがある。第 1 に、先進国と発展途上国で労働者のスキルに差
異が存在するために問題が生じる可能性がある。例えば、OECD 諸国の労働者は東アジアの労働
者よりもスキルがあるであろう。この労働スキルの差異を一定程度考慮するために、FDI 変数を地














3.2.  データ出所 
     データは 1981 年から 2003 年までの「工業統計」と「海外事業活動基本調査」の個票データ
を再編加工して利用している。「工業統計」からは国内の事業所レベルのデータ(例えば、立地、労
働者数、有形固定資産など)が入手できる。1985 年から 2003 年における日本企業の海外現地法
人のデータは「海外事業活動基本調査」から入手可能である。なお、従業員の数が 9 人以下の事
業所は TFP の推計に必要な有形固定資産に関するデータが手に入らないためサンプルから除外
した。さらに、2001 年と 2002 年のデータでは 29 人以下の事業所で資本形成のデータを入手でき
ない。したがって我々のデータセットは 1985 年から 2000 年まで、そして 2003 年のパネルデータと
いうことになる。 
TFP は Caves et al. (1982, 1983)  と Good et al. (1983)の手法にならって、 以下の式を用い
て推計した。 
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2  Hijzen et al. (2008)  もまた連続変数を採用している。 
3  事業所の数でみた直接投資変数と、 その生産性への影響の間にも重要な関連があると思わ
れるが、そのような分析は本稿における分析の守備範囲をこえる。  9
ただし Qijt、Sijft  は企業 i、事業部門 j の時点 t における総生産量、企業 i、事業部門 j の t 期




業部門の幾何平均をとったものとする。(3)式の右辺の第１項、および第 2 項は、Thiel = 
Tornqvist 指数によって定義された横断面の TFP 指数である。この横断面の TFP 指数は異時






4。  事業部門は 3 桁分類の業種分類で 5 つ（ 「事





種と定義する。 「電子部品」の川下部門は「事務用・サービス用機器」 「電気機械」 、 「電子
計算機」 、 「通信機器」となる。よって、5 つの事業部門のうち 4 つは川下部門に分類され、
残りの 1 つは川上部門に分類されることになる。 
表2は、2000年時点での本国と海外の事業活動の組み合わせを表にしたものである。たとえ













                                                  




===   表 2  === 
 
4.  実証分析の結果 
     本節では回帰式(1)および(2)の推計結果を報告する。(1)式、(2)式以外の回帰式もまた推計
されている。変数の基本統計量については表 3 を参照されたい。 
 










===   表 4  === 
 
ただし、AR(2)テストと Hansen の  J  テストは｢水準｣の推計式で棄却され、System GMM の仮
定が満たされていないことが示されている。




と 3 期前のラグ項を独立変数に加えた推定、すなわち、(I’)-(IV’)列に注目する。 
     次に、垂直的直接投資の変数を分解した結果をみてみよう。第一に、表 4 の (II)列と(VI)列







                                                  




































                                                  








FDI,  FDI 

























































===   表 5  === 
 
5.  結論 










さらに詳細に考慮する必要がある。近年、直接投資の理論は 3 国モデル（伝統的な 2 国モデルで
はなく）のフレームワークで再構築されつつある(Ekholm et al., 2007; Grossman et al., 2006; Yeaple, 
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図 2.  水平的直接投資が自国の平均費用関数に与える影響（スピルオーバー効果を考慮したも
の） 
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図 3. 垂直的直接投資が自国の平均費用関数に与える影響 
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表 2.自国と海外における事業部門の関係, 2000 年 
 
出所:  経済産業省 






N Mean Sd p10 p90
∆TFP 32,897 0.949 0.695 0.000 1.785
TFP 32,897 0.024 0.243 -0.137 0.202
∆EMP 32,897 5.082 1.225 3.714 6.733
EMP 32,897 0.002 0.294 -0.181 0.195
∆SHIP 32,897 12.671 1.673 10.744 14.926
SHIP 32,897 0.037 0.446 -0.285 0.351
FDI Developed 32,897 0.085 1.285 0 0
FDI Others 32,897 0.024 0.308 0 0
Horizontal 32,897 0.1 1.7 0 0
Vetical 32,897 0.030 0.663 0 0
Upstream 32,897 0.021 0.648 0 0
Downstream 32,897 0.009 0.143 0 0
Horizontal Asia 32,897 0.019 0.103 0 0
Vertical Asia 32,897 0.007 0.107 0 0
Upstream Asia 32,897 0.004 0.080 0 0







川下部門 1249 174 113
(1275) (148) (107)





表 4.  TFP への影響：基準ケース 
 
(I) (II) (III) (IV) (I)' (II)' (III)' (IV)' (V) (VI) (VII) (VIII)
Dependent Var. (t-1) 0.923 0.915 0.910 0.905 0.768 0.772 0.770 0.773 -0.158 -0.152 -0.154 -0.148
[72.98]*** [75.98]*** [74.62]*** [73.33]*** [44.62]*** [46.16]*** [46.53]*** [46.98]*** [-9.38]*** [-9.08]*** [-9.28]*** [-8.79]***
Dependent Var. (t-2) 0.169 0.156 0.162 0.162
[8.60]*** [7.12]*** [7.60]*** [7.47]***
Dependent Var. (t-3) 0.131 0.135 0.120 0.117
[7.63]*** [7.44]*** [6.47]*** [6.43]***
FDI Developed (t-1) -0.003 -0.003 -0.004 -0.004 -0.003 -0.003
[-1.01] [-1.07] [-1.32] [-1.13] [-1.31] [-1.30]
FDI Others (t-1) 0.035 0.035 0.039 0.036 0.042 0.040
[1.99]** [1.99]** [1.81]* [1.65]* [3.37]*** [3.07]***
Horizontal (t-1) 0.006 0.006 0.005 0.005 0.006 0.005
[1.86]* [1.57] [1.64] [1.47] [1.96]* [1.67]*
Vetical (t-1) 0.005 0.005 0.004
[1.98]** [1.95]* [1.77]*
Upstream (t-1) 0.005 0.004 0.004
[2.34]** [1.98]** [2.01]**
Downstream (t-1) 0.039 0.023 0.029
[5.35]*** [3.49]*** [4.79]***
Horizontal Asia (t-1) 0.066 0.070 -0.015 -0.019 0.004 0.003
[1.70]* [1.79]* [-0.57] [-0.70] [0.16] [0.12]
Vertical Asia (t-1) 0.066 0.062 0.056
[6.48]*** [4.06]*** [5.15]***
Upstream Asia (t-1) 0.071 0.076 0.067
[5.18]*** [4.07]*** [5.43]***
Downstream Asia (t-1) 0.072 0.046 0.055
[5.56]*** [6.03]*** [6.00]***
Year Dummy  Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
No. Observations 32,897 32,897 32,897 32,897 23,977 23,977 23,977 23,977 27,985 27,985 27,985 27,985
No. Firms' Activities 4246 4246 4246 4246 3242 3242 3242 3242 3682 3682 3682 3682
Hansen J (p-value) 0.000 0.000 0.000 0.000 0.014 0.061 0.102 0.218 0.288 0.647 0.495 0.667
AR(2) (p-value) 0.001 0.001 0.001 0.001 0.533 0.369 0.631 0.657 0.322 0.418 0.391 0.510
Level Growth Level
 
注；  括弧内は Z 値。***、**、*はそれぞれ 1%、5%、10%  水準で有意。  20
表 5.  TFP への影響：頑健性テスト 
(I) (II) (III) (IV) (V) (VI) (VII) (VIII)
Dependent Var. (t-1) 0.783 0.784 0.772 0.776 -0.149 -0.149 -0.152 -0.156
[49.92]***[46.53]***[46.69]***[44.70]*** [-9.92]*** [-8.63]*** [-9.01]*** [-9.18]***
Dependent Var. (t-2) 0.161 0.154 0.162 0.153
[9.11]*** [7.49]*** [7.91]*** [6.90]***
Dependent Var. (t-3) 0.111 0.128 0.117 0.125
[6.63]*** [6.69]*** [6.53]*** [6.83]***
FDI Developed (t-1) -0.004 -0.004 -0.002 -0.002
[-1.27] [-1.17] [-1.25] [-1.08]
FDI Others (t-1) 0.039 0.038 0.042 0.040
[1.85]* [1.80]* [3.26]*** [3.11]***
Horizontal (t-1) -0.027 -0.041 -0.025 -0.026
[-0.92] [-1.27] [-0.82] [-0.84]
Vetical  (t-1) 0.101 0.134
[1.90]* [2.49]**
Upstream (t-1) 0.152 0.199
[1.54] [2.65]***
Downstream (t-1) 0.097 0.109
[2.28]** [2.31]**
Horizontal Asia (t-1) -0.004 -0.033 0.052 0.029
[-0.10] [-0.74] [1.15] [0.65]
Vertical Asia (t-1) 0.142 0.130
[2.33]** [2.34]**
Upstream Asia (t-1) 0.201 0.196
[2.06]** [2.20]**
Downstream Asia (t-1) 0.048 0.087
[0.92] [1.63]
Year Dummy  Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
No. Observations 23,977 23,977 23,977 23,977 27,985 27,985 27,985 27,985
No. Firms' Activities 3,242 3,242 3,242 3,242 3,682 3,682 3,682 3,682
Hansen J (p-value) 0.021 0.088 0.064 0.248 0.294 0.560 0.286 0.415
AR(2) (p-value) 0.583 0.364 0.626 0.441 0.403 0.461 0.405 0.365
Level Growth
 
注；  括弧内は Z 値。***、**、*はそれぞれ 1%、5%、10%  水準で有意  21





A)  工業統計調査 
｢工業統計調査｣は製造業に属する事業所の基本調査であり、古くは 1868 年（明治元
年）にまで遡ることができる。この調査は日本の基本工業分類にしたがって、製造業のす
べての事業所を調査したものである。 この調査はすべての事業所を対象に下 1 桁が 0、 3、 5、
そして 8 の年に行われる。それ以外の年には、従業員の数が 4 人以上の事業所を対象に同
様の調査が行われる。従業員の数にしたがって、甲票（従業員が 30 人以上の事業所） 、乙










個票データ利用については、2007 年時点で、1980 年以降の従業員数が 4 人以上の事
業所のデータが利用可能である。
8  それらのデータは 10 桁の分類コードで種別されており、




ームページにリストアップされている） 。さらに、事業所コードは 5 年ごとに改訂されてお
り、1980-1981 年、1986-1987 年、1991-1992 年、1997-1998 年、そして 2002-2003 年に改訂
されており、このうち、1987 年、1992 年、1998 年、そして 2003 年の事業所コードのコン
バーターがあるので、1981 年から 2003 年までのパネルデータをつくることができる。
9 
                                                  
7  経済産業省のホームページからダウンロードできる。  
 http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/index.html 




9  なお、工業統計のパネルデータは、新保一成 ( 慶應義塾大学)、元橋一之 ( 東京大学)、松 22
B)  企業活動基本調査 
「企業活動基本調査」は、経済産業省が実施手いる包括的な企業レベルの統計データ







通してそれぞれの固有の企業 ID を持っており、管理されている。  それ故、研究者がパネ
ルデータを作成しやすくなっている。このサーベイの限界は、企業の財務情報や企業グル
ープ情報は入手できない点や、従業員数が 50 人未満（または資本金が 300 万円未満）の企
業は調査の対象になっていないことなどが挙げられる。企業数は例年 20,000 社を超えてい
る。調査における主要な質問項目は「会社概要」 、 「事業活動および雇用」 、 「親会社および














ている。この情報をもとに、経済産業省（2007）は 1997 年から 2003 年までの企業活動基
本調査における企業の親子間関係の特定化を行っている。 
                                                                                                                                                  
浦寿幸(一橋大学)、 深尾京司(一橋大学)、 権赫旭(日本大学),  高橋睦春 （経済産業調査会） 、   大
森民(経済産業省)  により整備されたものである。データ整備の詳細については、元橋 
(2002)  、新保ほか (2004) 、Fukao et al. (2006)  、松浦ほか (2007) を参照。 
10  ソニーの有価証券報告書によると、 バッテリー、 半導体、 ビデオカメラの国内生産は 100％
出資会社で行われていることがわかる。  23
C)  海外事業活動基本調査 
海外事業活動基本調査は、経済産業省による日本企業の海外における事業活動を把握
することを目的とした調査である。調査対象は、海外に子会社を持つすべての日本企業が




1.  海外子会社：日本側出資比率が 10％以上の外国法人 



















は、 工業統計の企業 ID （企業名寄せ名簿） が保存されているのは 1994 年以降である。 また、





                                                  
11  経済産業省のウェブサイトからダウンロードできる。  
http://www.meti.go.jp/english/statistics/tyo/kaigaizi/index.html. 
12  海外事業活動基本調査のパネル・データ・セットについての詳細な説明は Kiyota, et al. 
(2008)を参照。 
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ただし PI  は投資財の価格、r  は利子率、δ は償却率である。投資財価格と償却率は JIP 




                                                  
14 JIP  databaseは投資と資本ストックのマトリックス表を108産業と39の資産の種類別に公
開している。我々は、そこから投資財の加重平均した物価指数と減価償却率を産業別に計
算した。  26
Appendix C.  その他の推計結果 
本補論では、追加的な推計結果を示す。第一に、t-1 期に国内に川上部門、川下部門の
両部門を所有している企業（垂直統合企業）にサンプルを限定したケースである(表 C1)。





Table C1. TFP への影響:  垂直統合企業の場合 
(I) (II) (III) (IV) (V) (VI) (VII) (VIII)
Dependent Var. (t-1) 0.806 0.797 0.788 0.785 -0.118 -0.127 -0.131 -0.130
[24.29]***[24.87]***[23.15]***[23.70]*** [-3.38]*** [-3.52]*** [-3.72]*** [-3.72]***
Dependent Var. (t-2) 0.112 0.111 0.108 0.111
[2.97]*** [2.97]*** [2.78]*** [2.91]***
Dependent Var. (t-3) 0.100 0.099 0.098 0.092
[2.36]** [2.57]** [2.54]** [2.52]**
FDI Developed (t-1) 0.033 0.033 0.009 0.010
[2.24]** [2.41]** [1.01] [1.10]
FDI Others (t-1) 0.026 0.026 0.012 0.010
[1.34] [1.34] [0.75] [0.64]
Horizontal (t-1) -0.0004 -0.002 0.007 0.007
[-0.20] [-1.18] [1.02] [0.95]
Vetical  (t-1) 0.004 0.002
[4.09]*** [2.74]***
Upstream (t-1) 0.004 0.002
[4.94]*** [3.46]***
Downstream (t-1) 0.027 -0.009
[1.58] [-0.36]
Horizontal Asia (t-1) -0.048 -0.042 -0.007 0.005
[-0.92] [-0.83] [-0.11] [0.08]
Vertical Asia (t-1) 0.125 0.090
[2.04]** [1.96]**
Upstream Asia (t-1) 0.171 0.098
[3.16]*** [1.98]**
Downstream Asia (t-1) 0.037 0.038
[0.49] [0.60]
Year Dummy  Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
No. Observations 3,949 3,949 3,949 3,949 4,553 4,553 4,553 4,553
No. Firms' Activities 701 701 701 701 793 793 793 793
Hansen J (p-value) 0.324 0.453 0.714 0.777 0.701 0.792 0.507 0.819
AR(2) (p-value) 0.268 0.328 0.359 0.347 0.028 0.067 0.072 0.073
Level Growth
 
注；  括弧内は Z 値。***、**、*はそれぞれ 1%、5%、10%  水準で有意。  27
Table C2.  国内雇用への影響:  頑健性テスト 
(I) (II) (III) (IV) (V) (VI) (VII) (VIII)
Dependent Var. (t-1) 0.962 0.963 0.963 0.964 -0.110 -0.107 -0.110 -0.111
[304.21]*** [303.77]*** [305.47]*** [318.64]*** [-5.65]*** [-5.50]*** [-5.60]*** [-5.65]***
FDI Developed (t-1) 0.000 0.000 -0.001 -0.001
[0.23] [0.09] [-0.59] [-0.55]
FDI Others (t-1) 0.007 0.007 0.003 0.004
[0.97] [1.06] [0.28] [0.35]
Horizontal (t-1) 0.092 0.090 -0.029 -0.023
[1.76]* [1.70]* [-0.65] [-0.53]
Vetical  (t-1) 0.321 0.112
[3.49]*** [1.48]
Upstream (t-1) 0.354 0.227
[2.59]*** [1.93]*
Downstream (t-1) 0.178 -0.125
[2.04]** [-1.51]
Horizontal Asia (t-1) 0.045 0.032 -0.003 -0.017
[0.77] [0.56] [-0.05] [-0.32]
Vertical Asia (t-1) 0.360 0.066
[3.80]*** [0.75]
Upstream Asia (t-1) 0.383 0.186
[2.98]*** [1.41]
Downstream Asia (t-1) 0.207 -0.210
[1.94]* [-2.11]**
Year Dummy  Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
No. Observations 31,069 31,069 31,069 31,069 27,985 27,985 27,985 27,985
No. Firms' Activities 4,166 4,166 4,166 4,166 3,682 3,682 3,682 3,682
Hansen J (p-value) 0.071 0.989 0.990 1.000 0.320 1.000 1.000 1.000
AR(2) (p-value) 0.844 0.846 0.855 0.852 0.041 0.048 0.042 0.040
Level Growth
 
注；  括弧内は Z 値。***、**、*はそれぞれ 1%、5%、10%  水準で有意。  28
Table C3. Impact on Shipments at Home: Sophisticated Classification 
(I) (II) (III) (IV) (V) (VI) (VII) (VIII)
Dependent Var. (t-1) 0.980 0.980 0.980 0.980 -0.092 -0.089 -0.094 -0.095
[587.37]*** [600.94]*** [610.31]*** [617.78]*** [-3.91]*** [-3.74]*** [-3.87]*** [-3.92]***
FDI Developed (t-1) -0.001 -0.002 -0.002 -0.002
[-0.56] [-0.58] [-1.15] [-1.12]
FDI Others (t-1) 0.029 0.029 0.023 0.023
[1.84]* [1.89]* [1.73]* [1.88]*
Horizontal (t-1) 0.109 0.107 -0.019 -0.014
[1.86]* [1.75]* [-0.38] [-0.27]
Vetical  (t-1) 0.274 0.131
[3.00]*** [1.47]
Upstream (t-1) 0.319 0.274
[2.10]** [1.97]**
Downstream (t-1) 0.108 -0.131
[1.13] [-1.36]
Horizontal Asia (t-1) 0.137 0.128 0.077 0.054
[1.72]* [1.66]* [1.03] [0.77]
Vertical Asia (t-1) 0.339 0.095
[3.48]*** [0.93]
Upstream Asia (t-1) 0.411 0.298
[3.11]*** [2.07]**
Downstream Asia (t-1) 0.098 -0.237
[1.05] [-2.47]**
Year Dummy  Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
No. Observations 31,069 31,069 31,069 31,069 27,985 27,985 27,985 27,985
No. Firms' Activities 4,166 4,166 4,166 4,166 3,682 3,682 3,682 3,682
Hansen J (p-value) 0.015 0.919 0.908 1.000 0.103 0.997 0.987 1.000
AR(2) (p-value) 0.355 0.354 0.360 0.356 0.338 0.380 0.323 0.317
Level Growth
 
注；  括弧内は Z 値。***、**、*はそれぞれ 1%、5%、10%  水準で有意。  29
Table C4.  自国と海外における事業部門の関係：自動車産業, 2000 年 
出所:  経済産業省 









Table C5.  基本統計量:  自動車産業 
N Mean Sd p10 p90
∆TFP 13,416 0.781 0.393 0.000 1.147
TFP 13,416 0.000 0.169 -0.138 0.130
FDI Developed 13,416 0.285 14.757 0 0
FDI Others 13,416 0.029 1.145 0 0
Horizontal 13,416 0.0 0.1 0 0
Vetical 13,416 0.011 0.132 0 0
Upstream 13,416 0.011 0.132 0 0
Downstream 13,416 0.000 0.005 0 0
Horizontal Asia 13,416 0.018 0.086 0 0
Vertical Asia 13,416 0.004 0.099 0 0
Upstream Asia 13,416 0.004 0.099 0 0











Table C6.  自動車産業における TFP への影響：基準ケース 
(I) (II) (III) (IV) (I)' (II)' (III)' (IV)' (V) (VI) (VII) (VIII)
Dependent Var. (t-1) 0.891 0.889 0.899 0.899 0.721 0.719 0.722 0.723 -0.183 -0.193 -0.189 -0.189
[47.67]*** [44.30]*** [49.36]*** [46.83]*** [28.80]*** [27.81]*** [27.95]*** [27.14]*** [-8.49]*** [-9.21]*** [-8.75]*** [-8.81]***
Dependent Var. (t-2) 0.178 0.181 0.176 0.176
[8.10]*** [8.25]*** [7.98]*** [7.94]***
Dependent Var. (t-3) 0.115 0.115 0.116 0.115
[6.75]*** [6.77]*** [6.49]*** [6.68]***
FDI Developed (t-1) -0.0002 -0.0002 -0.001 -0.002 -0.001 -0.001
[-0.33] [-0.33] [-1.77]* [-1.94]* [-1.61] [-1.69]*
FDI Others (t-1) 0.001 0.001 0.010 0.010 0.009 0.010
[0.30] [0.30] [1.86]* [2.05]** [1.69]* [1.77]*
Horizontal (t-1) 0.045 0.049 0.005 0.008 0.007 0.003
[2.38]** [2.48]** [0.40] [0.60] [0.50] [0.24]
Vetical (t-1) 0.004 0.007 0.006
[0.38] [1.20] [1.02]
Upstream (t-1) 0.005 0.008 0.006
[0.42] [1.25] [1.06]
Downstream (t-1) 0.405 -0.145 0.090
[1.68]* [-0.60] [0.40]
Horizontal Asia (t-1) 0.040 0.048 -0.044 -0.038 -0.008 -0.006
[1.66]* [2.03]** [-1.66]* [-1.62] [-0.30] [-0.26]
Vertical Asia (t-1) -0.005 0.012 0.009
[-0.36] [1.39] [0.98]
Upstream Asia (t-1) -0.005 0.012 0.008
[-0.42] [1.55] [0.95]
Downstream Asia (t-1) 0.434 -0.184 0.020
[0.68] [-1.54] [0.09]
Y e a r  D u m m y   Y e sY e sY e sY e s Y e sY e sY e sY e s Y e sY e sY e sY e s
No. Observations 13,416 13,416 13,416 13,416 10,871 10,871 10,871 10,871 12,071 12,071 12,071 12,071
No. Firms' Activities 1207 1207 1207 1207 1064 1064 1064 1064 1134 1134 1134 1134
Hansen J (p-value) 0.000 0.000 0.000 0.002 0.043 0.708 0.594 0.990 0.269 0.975 0.873 0.998
AR(2) (p-value) 0.000 0.000 0.000 0.000 0.446 0.479 0.414 0.418 0.164 0.092 0.128 0.126
Growth Level Level
 
注；  括弧内は Z 値。***、**、*はそれぞれ 1%、5%、10%  水準で有意。 31
Table C7.  自動車産業における TFP への影響：頑健性テスト 
(I) (II) (III) (IV) (V) (VI) (VII) (VIII)
Dependent Var. (t-1) 0.726 0.744 0.726 0.724 -0.186 -0.184 -0.190 -0.190
[28.49]***[30.16]***[27.45]***[27.11]*** [-8.87]*** [-9.04]*** [-8.76]*** [-8.81]***
Dependent Var. (t-2) 0.181 0.166 0.174 0.175
[8.09]*** [7.56]*** [7.81]*** [7.83]***
Dependent Var. (t-3) 0.100 0.101 0.114 0.114
[5.73]*** [5.96]*** [6.55]*** [6.50]***
FDI Developed (t-1) -0.002 -0.002 -0.002 -0.002
[-2.07]** [-2.15]** [-1.91]* [-1.92]*
FDI Others (t-1) 0.011 0.011 0.011 0.011
[2.18]** [2.25]** [2.00]** [2.01]**
Horizontal (t-1) 0.015 0.008 -0.005 -0.001
[0.91] [0.58] [-0.36] [-0.07]
Vetical  (t-1) -0.006 0.010
[-0.16] [0.34]
Upstream (t-1) 0.001 0.006
[0.03] [0.23]
Downstream (t-1) -0.080 -0.070
[-0.34] [-0.38]
Horizontal Asia (t-1) -0.023 -0.025 -0.013 -0.010
[-0.98] [-1.00] [-0.54] [-0.43]
Vertical Asia (t-1) -0.041 -0.014
[-0.85] [-0.33]
Upstream Asia (t-1) -0.029 -0.023
[-0.45] [-0.63]
Downstream Asia (t-1) -0.387 -0.275
[-2.09]** [-1.73]*
Year Dummy  Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
No. Observations 10,871 10,871 10,871 10,871 12,071 12,071 12,071 12,071
No. Firms' Activities 1,064 1,064 1,064 1,064 1,134 1,134 1,134 1,134
Hansen J (p-value) 0.311 0.972 0.670 0.991 0.716 0.999 0.747 0.995
AR(2) (p-value) 0.649 0.313 0.412 0.426 0.139 0.133 0.124 0.121
Level Growth
 
注；  括弧内は Z 値。***、**、*はそれぞれ 1%、5%、10%  水準で有意。 